
地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟な活用に関する実施方針 

 

第１ 目的 

 道営住宅において、建替等の準備のための入居募集の停止などにより生じる空き住戸等

を有効活用し、住宅に困窮する本来の入居対象者の入居を阻害しない範囲で、目的外使用

による地域課題の解決等に対応したストックの活用を図るため、必要な条件や手続きなど

について定めるものである。 

 

第２ 対象団地・住戸 

（１）政策的な空家 

・建替や用途廃止の事業準備のため、入居募集を停止している団地の空き住戸 

（２）長期空家等 

   ・応募倍率が低く一定数の空き住戸がある団地で、本来入居者の入居が見込まれな 

い空き住戸 

 

第３ 対象者 

（１）地方公共団体 

（２）居住支援法人【住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律第 40 条】 

（３）社会福祉法人【社会福祉法第 22 条】 

（４）ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）【特定非営利活動促進法第 2 条第 2 項】 

（５）一般社団法人、一般財団法人【一般社団法人及び一般財団法人に関する法律により設立】 

（６）公益社団法人、公益財団法人【公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律により設立】 

（７）学校法人（準学校法人を含む）【私立学校法第 3 条、第 64 条第 4 項】 

（８）医療法人【医療法第 39 条】 

（９）会社【会社法第 2 条】 

（10）その他、道が認めたもの 

 

第４ 対象用途 
（１）子育て支援に資する用途 

（２）団地コミュニティの活性化に資する用途 

（３）まちづくりの推進、地域の活性化に資する用途 

（４）産業成長、人材確保支援に資する用途 

（５）その他、地域課題の対応に資する用途 

 

第５ 使用候補者の審査 

（１） 道は、地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟な活用に関する提案を公募する。

（２） 道は、提案について、道の審査基準及び評価基準に基づき、使用候補者を選定する。

（３）使用候補者の選定にあっては、事前に、関係市町村からの意見聴取を実施するとと 

もに、自治会等と調整・協議を行う。 

（４）使用候補者の選定は、同条 1 項から 3 項を勘案し決定する。 

 

第６ 国の承認 

（１）建設部住宅局住宅課（以下「住宅課」という。）は、使用候補者の選定後、国（北海 

道開発局）に目的外使用の承認申請を行う。 

（２）国から承認を受けた場合には、住宅課は（総合）振興局（建設指導課）経由で、使用



候補者に通知する。 

 

第７ 使用許可 

（１）使用候補者は、承認通知を受理した後、（総合）振興局長に使用許可申請を行う。 

（２）（総合）振興局は、申請内容を審査し結果支障がない場合には、申請者（使用候補者） 

に対して使用を許可し、使用者を決定する。 

 

第８ 使用条件等 

（１）使用の制限 

   ・使用者は、使用許可物件及び使用許可の権利を他の者に転貸し、又は担保に供し 

てはならない。 

（２）使用許可の取消し 

   ・次の事項に該当するときは、当該使用許可を取り消す。 

    ①道において、使用許可した住戸を公用又は公共用に供する必要が生じたとき。 

    ②入居している者が北海道営住宅管理条例（以下「条例」という。）、北海道営住 

宅条例施行規則（以下「規則」という。）及び使用許可の条件を遵守しないとき。 

    ③使用者が使用料を期日まで支払わないとき。 

    ④使用許可を受けた者の役員等が暴力団員等又は暴力団密接関係者であるとき。 

    ⑤管理上の都合によるとき。 

    ⑥災害その他の不可抗力により使用することができなくなったとき。 

    ⑦その他、使用者等が法令の規定に違反したとき。 

（３）使用期間 

   ・使用開始日から最大１年間とし、使用期限は当該年度末を超えないものとする。 

ただし、必要に応じて継続使用することは可能とする。なお、継続使用における 

使用期間は、延長する使用開始日から最大１年間とする。 

（４）使用料 

   ・条例第 15 条の規定に基づき算定する家賃の収入分位４の額とする。ただし、道が 

別に定める場合は、この限りでない。 

   ・駐車場使用料は、条例第 58 条を準用する。 

   ・使用者は、使用料を毎月末日（月の途中で明け渡した場合は、明け渡した日）ま 

でに納付するものとする。なお、新たに道営住宅の使用を許可した場合又は道営 

住宅を明け渡した場合においては、その月の使用期間が１月に満たないときは、 

その月の使用料は日割計算によるものとする。なお、駐車場使用料の納付につい 

ても同様の取扱いとする。 

   ・既納の使用料（駐車場使用料を含む。）は、原則還付しない。ただし、次のいずれ 

かに該当するときは、その全部又は一部を還付することができるものとする。 

    ①公用又は公共用に供する必要が生じたため、使用許可を取り消したとき。 

    ②管理上の都合により、使用許可を取り消したとき。 

    ③災害その他の不可抗力により使用することができなくなったとき。 

 

第９ その他 

（１）使用物件は、「現状有姿渡し」とする。 

（２）使用物件の修繕・改修等は使用者の負担により実施するものとする。 

（３）使用者は、使用許可終了時には、原状回復のうえ、道に返還するものとする。ただ 

し、道が別に認める場合は、この限りでない。（使用者が調達した物品等は使用者の 



負担により撤去） 

（４）住戸内の改修に関しては、建築物の構造に影響を及ぼさない範囲で自由に改修を行 

うことを可能とする。ただし、構造躯体や共用部分の給水・排水管の改変は不可と 

する。 

（５）使用者は、団地自治会に、原則加入し、自治会費（共益費（除雪や草刈等に係る費 

用を含む。）を含む。）を負担するものとする。また、団地住民や自治会等と良好な 

関係を構築するよう努めるものとする。 

（６）使用者は、条例、規則及び使用許可の条件に基づき、住戸の維持管理等を適切に実 

   施するものとする。 

（７）使用者は、事業の実施において、各種法令の遵守をするとともに、必要な届出や許 

認可等は、使用者の責任のもとで手続きをするものとする。 

 

附則 

 この方針は、令和 6 年 11 月 18 日から施行する。 

附則 

 この方針は、令和７年８月 18 日から施行する。 

附則 

 この方針は、令和７年 10 月 17 日から施行する。 

  



地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟な活用 実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総合）振興局 申請者

空き住戸の現状確認の立会 空き住戸の現状確認の申請

申込書等の確認及び進達 応募申込（現状確認後）

自治会等との調整・協議の打診 自治会等との調整・協議

自治会等との協議結果を通知

国の承認があった旨通知 通知の受理

申請書の受理 使用許可に関する申請

使用条件等の確認

使用許可通知〈使用者の決定〉 使用許可通知の受理
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